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作業班長認定手続の要点（第四版） 

※更新箇所は赤字 

本書は，教育並びに資格認定要項や現場代理人の実務歴ポイント制の導入に伴い，作業班長の認定手

続きが煩雑化しているため，実務者用として要点を取りまとめたものである。 

 

１．教育 

・作業班長教育実施計画に基づく「一般教養(7 時間)」，「安全衛生管理(33 時間)」，「施工管理（5 時

間）」，「技能（基礎 100 時間，組立 50時間，架線 110時間）の４科目を履修させ，作業班長として

適していることを，会員会社が判断した者であること。なお，内申書「教育・講習受講歴」欄には

最終受講年月を明記する。 

・労働安全衛生規則で定める「職長等の教育」を修了していること。なお，内申書「教育・講習受講

歴」欄には修了年月および受講番号を明記する。 

２．実務経験 

以下送電工事にかかわる実務経験を有している者 

・技術系大学・短大(専門学校含む)・高専 3年以上 

・技術系高等学校 5年以上 

・その他 7年 

３．指導監督的実務経験 

対象となる職務で，対象となる工事を 2年以上経験した者。なお，資格職種別の 3職種のうち，同

一者が 2職種以上重複して申請する場合の指導監督的な実務経験年数は，職種ごとに 8ヶ月以上，合

計 2年以上あれば有効とする。 

ただし，入社後１年間は，指導監督的な実務経験とは見なさない。 

なお，指導監督的実務経験は，管理側である元請会社の経験ではなく，あくまでも作業班としての

経験であることを再度徹底する。 

(1)対象となる職務 

作業指揮者，作業主任者，作業責任者 

なお，職務を作業主任者とする場合には，内申書の資格・免許欄に当該資格名称（地山の掘削作業

主任者，建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者など）を明記する。 

 

 

 

 

 

(2)対象となる実務期間 

当該工事に従事した月数（工期ではない） 

【参考】工種ごとに必要と考えられる主な作業主任者資格 
○基礎：地山の掘削及び土止め支保工作業主任者，型枠支保工組立て等作業主任者 
○組立：建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者 
○架線：該当なし 
※例えば，同一件名において，組立では作業主任者，架線では作業責任者と工種によって職務が異なる場合

には二段書きとする。 



(3)対象となる工事 

区分 電圧 回線 その他条件 
対象 

数量 

対象工種 

基礎 組立 架線 

基本工事 

新設・建替 
66kV 2回線 － 2基 ○ ○ ○ 

以下，基本工事と同等以上と認められる工事         

新設 

建替 

66kV相当 4回線 － 1基 ○ ○ ○ 

110kV 以上 － － 1基 ○ ○ ○ 

66kV相当 － 多導体 1基 ○ ○ ○ 

66kV相当 2回線 ※1 活線/活線接近 1基 ○ ○ ○ 

66kV相当 2回線 ※1 市街地 1基 ○ ○ ○ 

66kV相当 2回線 － 1基 ○1/2 ○1/2 ○1/2 

66kV相当 1回線 － 1基 ○1/2 ○1/2 ○1/2 

66kV未満 － － 1基 ○1/2 ○1/2 ○1/2 

電

線

張

替 

重要横断 66kV相当 ※1 新幹線/高速横断/鉄道横断 2基 
(1 径間) 

  ○ 

電線張替 
66kV相当 電線張替工事 2km 以上   ○ 

66kV相当 電線張替工事 2km 未満   ○1/2 

ＯＰＧＷ 
－ ＯＰＧＷ工事 5km 以上   ○ 

－ ＯＰＧＷ工事 5km 未満   ○1/2 

撤去 

66kV相当 2回線 － 2基 〇※2 ○ ○ 

66kV相当 4回線  1基 〇※2 ○ ○ 

110kV 以上 －  1基 〇※2 ○ ○ 

66kV相当 1回線 － 1基 〇1/2※2 ○1/2 ○1/2 

改良 

・嵩上工事 

・部材取替 

・がいし取替 

66kV相当 2回線 
※1 嵩上工事 

※1 50%超の部材取替 

※1 主柱材部材取替 

2基  ○  

66kV相当 4回線 1基  ○  

110kV 以上 － 1基  ○  

66kV相当 1回線 1基  ○1/2  

－ ※1 多導体の緊線・緊線解体を

伴うがいし連取替及び同等工事 

2基   ○ 

注）※1は内申書特記事項に明記すること。  

注）※2 の基礎撤去は，全撤去を対象とし，存置を前提とした一部分の撤去は除く。内申書特記事

項には「基礎全撤去」である旨を明記する。 

注）66kV 未満を 66kV 相当として扱う場合には，その旨を内申書特記事項に明記するとともに，エ

ビデンスを添付する。 

注）対象工種覧の 1/2 は実務経験参入期間を 1/2とすることを示す。 

これは，従前の考え方を踏襲し，基準となる 66kV･2 回線･2 基(電張は 2km)に満たない工事規

模を対象とした。 

以 上 


